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１．歴史の「峠」としての「危機（Crisis） 」

• 重化学工業基軸の工業社会からソフト産業基軸の
 知識社会へ

１９２９年の
世界恐慌

パクス・ブリタニカ
自由主義国家

軽工業基軸の工業社会

現在の
世界恐慌

パクス・アメリカーナ
福祉国家

重工業基軸の工業社会

ソフト産業基軸の知識社会
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２．大転換期における政府の使命

• 社会的セーフティネットと社会的インフラストラクチュ
 アの張り替え

• 安心そしてチャレンジ

• ハンドルから手を放してアクセルを吹かせる愚行

• 「不作為（レッセフェール）戦略」がないという批判
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３．知識社会へ舵を切る戦略

• 1929年の価格機構の役割に代わる民主主義

• フレキシキュリティに学ぶ

積極的労働市場政策寛大な生活保障

労働市場の弾力化
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４．コンクリートから人への成長戦略

• 経済成長と雇用の確保と社会的正義の同時達成

⇒人的投資

• 環境は技術革新と市場の宝庫

⇒人間の生活活動の活性化

• 社会的セーフティネットから社会的トランポリンへ

⇒人的インフラストラクチュアとしての知識資本

（人的能力と社会資本）
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昭和恐慌の諸指標（指数）
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政府の大きさと経済的パフォーマンス

政府の大きさ 経済成長率 格差 貧困率 財政収支

(社会的支出の

 
GDP比)

（00-06平均） ジニ係数
（相対貧困

 
率）

（00-06平均）

アメリカ １４．８％ ３．０％ ０．３５７ １７．１％ △２．８％

ドイツ ２７．４％ １．２％ ０．２７７ ９．８％ △２．７％

スウェーデ

 
ン

２９．８％ ２．６％ ０．２４３ ５．３％ １．４％

日本 １６．９％ １．４％ ０．３１４ １５．３％ △６．７％

（注）政府の大きさ：2001年、格差：2000年、貧困：2000年のデータに基づく。財

 政収支と経済成長率は2001年から2006年までの平均。

（出所）OECDの資料に基づいて宮本太郎北海道大学教授の作成した資料より

 作成
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生活保障

サービス給付 現金給付

アメリカ ６．７％ ７．９％

ドイツ １０．６％ １５．７％

スウェーデン １４．０％ １４．４％

日本 ７．６％ ９．１％

（出所）

 
OECD Social Expenditure Database
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雇用保障

雇用の弾力性 積極的労働市場政策

アメリカ １位 ０．１５％

ドイツ １５位 １．２５％

スウェーデン １３位 １．２８％

日本 ８位 ０．３０％

（出所）OECD Social Expenditure Database, Employment Outlook, Society at a 
Glance各年版
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Katz, Richard, 2008, “A Nordic Mirror: Why Structural Reform Has Proceeded 
Faster in Scandinavia than in Japan”, Figure 19. より引用。


